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「体制としての社会主義」を
どうとらえるか（上）
長砂 賓
本稿はもともと，さる出版社の企画による講座のひとつの章として執筆され，
1991年3月末に脱稿したものである。その後， 「8月ロシア革命」などの事情変
化のため，この企画は中止となった。筆者としては，今春の時点における当該問
題に関する自己の見解を「記録」しておきたい希望をもっており，ここに，本稿
を「商学論集」に発表することとした。 (1991年10月）
はじめに
1980年代末から1990年代初めにかけて， 「体制としての社会主義」は深刻
な危機を経験している。 1917年の10月ロシア革命以来ソ連に建設されてきた
「体制としての社会主義」，そして第二次大戦後，東欧， アジア， ラテン・
アメリカの一連の諸国にも誕生した「体制としての社会主義」は，今や存亡
の危機にある。「体制としての社会主義」の全面的・抜本的刷新をめざした
はずのソ連のペレストロイカは，当面，成功よりも失敗の公算が高い。一連
の「東欧革命」は，西ドイツヘの東ドイツの吸収・統合に象徴されるよう
な，「体制としての社会主義」の消滅傾向を現実のものとしている。
「体制としての社会主義」の危機は， 1980年代に入って顕在化したとはい
ぇ，かなり早くからその予徴はあった。 1956年に始まるソ連でのスターリン
批判とその国際的波紋，同年の「ハンガリー事件」とポーランドの「暴動」，
1960年代前半からの中国における「プロレタリア文化大革命」の暴走，など
がそれである。しかし， 1960年代の前半の全体としての「社会主義世界」
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は，資本主義から社会主義への人類の移行を現実にリードする存在である，
と一般にみなされていた。 1960年の「モスクワ声明」は，世界の共産主義運
動の代表者たちによる，そのような確信の表明であった。ソ連共産党は，
1980年代には「共産主義社会の高い段階」に到達するという超楽観的な展望
をもつ1961年党綱領を採択するほどであった。ソ連のネオ・スクーリン主義
的なプレジネフ政権と東欧諸国のその亜流政権は， 1968年の「プラーハの
春」の圧殺を代償とした相対的な政治的安定と当時の経済改革による一定良
好な経済パフォーマンスとを生みだし，ソ連は「発達した社会主義社会」と
自己規定するにいたる。
しかし， 「体制としての社会主義」の危機は， 1970年代に決定的に進行し
た。いわゆる「停滞の時代」である。「危機寸前の状況」が諸国に生れた。
それに対処しようとするのが， 1970年代末から80年代にかけてのポーランド
の「連帯」運動であり， 1980年代後半からのソ連のゴルバチョフ政権による
ペレストロイカであり， 1989年から1990年にかけてすべての東欧諸国を席巻
することになった「東欧革命」である。中国における1989年6月の天安門広
場における「血の弾圧」も，危機に対する独特な反動的対応であった。
ペレストロイカと「東欧革命」は， 当初． 「体制としての社会主義」の枠
内で「スクーリン・プレジネフ型社会主義」の諸欠陥を除去しようとする
「体制刷新」を目指した。 それは， 「上からの革命」として始められた。し
かし， 1989年から，ペレストロイカと「東欧革命」の事態の進行は「体制刷
新」の枠を超えて「体制転換」の様相を示しはじめる。「上からの革命」が
「下からの革命」に転化しはじめる。殆どすぺての東欧諸国で，政変と自由
選挙の結果，共産党・労働者党が「一党独裁」の政権党の座から少数野党に
転落し，新政権は「西側社会経済体制」への復帰を志向している。社会主義
国としての東ドイツはすでに消滅した。ソ連においても今日，ペレストロイ
力擁護勢力と反ペレストロイカ勢力， 「社会主義的選択」勢力と「再資本主
義化」勢力（これには「社会民主主義」を勢力を含めてよい）が，複雑な抗
争を展開しており， 連邦問題もからんで， 「体制としての社会主義」が根底
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から揺らぐ可能性がある。中国や北朝鮮における「体制としての社会主義」
の「安定」も強権によって維持されているにすぎない。
かくして，「社会主義・共産主義崩壊」論は， 資本主義諸国においてだけ
でなく， 当の「社会主義」諸国においても優勢におこなわれている。確か
に， 「スターリン・プレジネフ型社会主義」という， 今まで支配的であった
「古い型」の「体制としての社会主義」はすでに崩壊したかあるいは崩壊し
つつある。そのことは明白に歴史の進歩•前進を意味する。しかし，科学的
社会主義は，あらゆる「体制としての社会主義」の崩壊・消滅を是とするも
のではなく，「古い型」を投げすて「新しい型」の「体制としての社会主義」
を誕生•発展させることをめざす立場を堅持する。もし「古い型」の「体制
としての社会主義」の崩壊が単に資本主義の再生に結果するのであれば，そ
れは，歴史の進歩とはみなしえないからである。
「体制としての社会主義」が「新しい型」のそれとして刷新されて登場す
るためには，今までの「古い型」の「体制としての社会主義」を生みだすの
に「寄与」・「貢献」 してきた， 「学説としての社会主義」および「運動とし
ての社会主義」についても，抜本的な批判的検討が必要である。この場合に
も必要なのは，清算主義に陥入って科学的社会主義の学説や運動を放棄する
ことではなくて，それらを刷新することである。
だが，ここでの課題は，主として，今日「体制としての社会主義」が抱え
ている諸問題を検討することに限定される。「学説」や「運動」としての社
会主義の問題は，必要に応じて最小限に触れるにとどめよう。ここで検討さ
れるのは，今「体制としての社会主義」が直面している歴史的課題はなに
か，「体制としての社会主義」が歴史的にどのように形成されてきたか，「体
制としての社会主義」の特殊歴史的な型である「スクーリン・プレジネフ型
社会主義」はどのような特徴をもっているか，それはどのように克服されよ
うとしているか， 「体制としての社会主義」に未来があるとすれば，どのよ
うな諸条件が必要となるか，といった諸問題である。
「体制としての社会主義」を今日どのようにとらえるかは，現存「社会主
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義」諸国の国民にとってだけでなく，資本主義世界の革命勢力にとっても切
実な問題である。この問題にアプローチする場合，「体制としての社会主義」
と「スターリン・プレジネフ型社会主義としての社会主義」とを同一視・混
同しないこと，そして清算主義に陥入らないことが肝要である。もし「体制
としての社会主義」と「スターリン・プレジネフ型社会主義」とを同一視す
る立場で後者の克服をめざすならば，当然前者をも否定・否認せざるをえな
くなり， 清算主義に陥入って， 「社会主義」諸国の人民は再資本主義化の道
を歩むことになる。資本主義世界の革命勢力の場合は， 「社会主義・共産主
義崩壊」論に屈服して社会主義的変革のあらゆる展望を喪失することにな
る。これにたいして，もし「体制としての社会主義」と「スターリン・プレ
ジネフ型社会主義」とを混同せず，後者が前者の特殊的な，多くの欠陥を抱
えた歴史的存在形態であることを承認し，前者は他の型の選択肢をもちえた
しこれからももちうるとする立場にたつならば，社会主義諸国の人民は，後
者を拒否・克服しつつ， 抜本的に刷新された， 「新しい型」の前者を創造す
る課題ととりくむ，つまり，社会主義的刷新の道を歩むことができる。そし
て，資本主義社会の革命勢力の場合は，創造的に社会主義的変革の道を切り
開いていくことができる。科学的社会主義がこれら二つの立場のいずれを選
択すべきかは自ら明らかであろう。
1. 「体制としての社会主義」が直面している
歴史的課題はなにか
さきには述べたように， 「体制としての社会主義」は今日， 存亡の岐路に
立っている。それはつぎの四つの歴史的課題に直面している，といえよう。
第ーは，個々の， 「社会主義」国において「スクーリン・プレジネフ型社
会主義」を克服する，という課題である。ソ連で形成され東欧その他に「移
植」された， 「体制としての社会主義」の特殊な型である「スクーリン・プ
レジネフ型社会主義」が，真に「体制としての社会主義」の名に値しないも
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のであることは，今日すでに明白である。それは歴史の試験に落第した。ソ
連でのペレストロイカおよび「東欧革命」は，その克服をめざすものとして
出発した。その課題の解決は容易でなく，各国でなおいっそう徹底して追求
されねばならない。その主要な社会的内容は，社会生活のあらゆる分野で民
主主義を発展させること，民主化を推しすすめることである。今なお「スタ
ーリン・プレジネフ型社会主義」を「堅持」しているかにみえる国ぐににお
いても，遅かれ早かれこの課題に直面することになるであろう。ただし，前
に触れたように， 「スクーリン・プレジネフ型社会主義」の拒否・克服は，
あらゆる「体制としての社会主義」の拒否と同じでないし，同じであっては
ならない。
第二に， 「スターリン・プレジネフ型社会主義」の克服のあとにいかなる
「体制」を選択するかという問題をめぐって，それぞれの国で現に展開され
ている， 「体制としての社会主義」の枠内での社会主義刷新の道を歩むかそ
れとも「体制としての社会主義」の枠をやぶって資本主義復活・再資本主義
化の道を歩むか，という「二つの道」の闘争を民主的に解決しなければなら
ない課題がある。現在のところ，多くの東欧諸国およびソ連の一連の共和国
で第二の道が優勢である。ソ連の「急進改革派」も，社会主義・共産主義を
拒否して「社会民主主義」の道を追求しようとしている。事実上の再資本主
義化である。 この第二の道が， 「スターリン・プレジネフ型社会主義」にた
いする「革命」として出発したペレストロイカと「東欧革命」を，本質的に
旧体制・資本主義復活の「反革命」に転換させようとするものであることは
明らかである。 このような潮流の基礎には， 「スターリン。プレジネフ型社
会主義」の拒否という正当な根拠があるだけでなく， 「スターリン・プレジ
ネフ型社会主義」という型しか「体制としての社会主義」はもちえないとす
る独断，および資本主義の現実への無知あるいは不当な美化が横たわってい
る。実際には，しかし，この第二の道の前途は必ずしも明るくない。なぜな
ら，終着点である資本主義がけっして理想郷ではないだけでなく，今までの
「体制としての社会主義」のなかで不十分ながら享受してきた社会主義的諸
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価値を国民がすすんで放棄するはずはないからである。さしあたり，東ドイ
ツの場合のような「体制としての社会主義」の急速かつ完全な喪失は，特殊
な例外にとどまるであろう。だとすると，期待されるのは第一の道，社会主
義刷新の道である。しかし，この道もけっして平坦ではない。多くの国でこ
の道を担う主体勢力がまだ弱体である。多くの東欧諸国で少数野党に転落し
た旧共産党・労働者党は党員減少と分裂を重ね，政策的にも社会民主主義へ
傾斜している。科学的社会主義の原則に忠実たらんとする人びともいないわ
けではないが，多くの場合「保守派」のレッテルを貼られ，今のところ，多
くの国民には支持されていない。したがって，第一の道の前途もさしあたっ
てはけっして明るくない。「二つの道」の闘いは長期にわたって複雑に展開
されざるをえないであろう。
第三に， 「社会主義」諸国間の国際関係を真に平等・対等な関係に抜本的
に再編する課題がある。「スターリン・ブレジネフ型社会主義」の国際版で
あるいわゆる「社会主義共同体」なるものは，解体の最終段階にきている。
コメコンもワルシャワ条約機構も最後の日を迎えようとしている。ブレジネ
フの「制限主権論」に象徴されるようなソ連の覇権主義は完全に破綻してい
る。ソ連自らが諸国民の「選択の自由」を強調している。ソ連による了承・
黙認なしには「東欧革命」のきっかけもありえなかった。これらはすべて悪
いことではない。しかし，課題は残っている。まず，ソ連が覇権主義を完全
に清算する必要がある。一応国内問題とはいえ，バルト三国その他の共和国
の独立要求にたいするゴルバチョフ政権の対応は覇権主義そのものである。
資源大国ソ連にたいする東欧諸国の経済的依存は簡単には解消しない。東欧
諸国の国際競争力水準では， EC加盟が経済困難を解決する救い主になると
いう保障はない。また，ワルシャワ条約機構の一方的解消によって東欧諸国
の安全保障が強固になったともいいがたい。 NATOが厳然として存在して
いるからである。ソ連から経済的，軍事的に「解放」された東欧諸国が，逆
に西欧諸国への従属を深める可能性が大いにある。したがって，ソ連にとっ
ても，東欧諸国にとっても，新しい型の国際関係を樹立しなければならない
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課題は，むしろこれからより切実なものとなっていくであろう。
第四に，「体制としての社会主義」の枠にとどまろうとしているか， その
枠をどれだけすでに「乗り越えて」いるかを問わず，今までの「社会主義」
諸国が「西側世界」といかなる関係を樹立するか，という課題がある。現状
においては，多くの東欧諸国が，戦術的には，続済危機に対処し市場経済化
をすすめることを目的として「西側世界」から援助を最大限にひきだそうと
して，また戦略的には，今までの「体制としての社会主義」への失望と資本
主義の一面的な美化とに支えられた再資本主義化を促進しようとして，無原
則な「西側世界」依存政策を展開している。ソ連もその例外ではない。ゴル
バチョフ政権の「新しい思考」なるものの経済的基礎には，いかにして「西
側世界」から経済援助をひきだしうる国際的環境をつくりだすかという大き
なポイントが，横たわっている。泄界的な国際分業のなかに「体制としての
社会主義」の経済がしかるべき地位を占めるようにならねばならないことは
当然である。当面の経済危機を乗り切るためには「西側」からの援助も不可
欠であろう。また，生産力，技術水準向上のためには，さしあたり「西側」
からの資本・技術の導入が必要である。しかし，そのさい，どうしてもつぎ
の二点をよく考慮しておかねばならない。 ひとつは， 「西側」からの資本・
技術の導入および経済援助は，所詮「カンフル注射」に過ぎない，というこ
とである。続済危機の克服と生産力•技術水準での国際競争力の強化は，結
局のところ，現代的生産にふさわしい社会主義的生産諸関係と経済メカニズ
ムの刷新・創造によってのみ確実なものになるのである。もっとも，これは
「社会主義的選択」の道を歩もうとする場合の話であって，再資本主義化の
道を歩むのであれば， 「西側」との経済関係の無原則な拡大は， そのまま資
本主義的生産諸関係および経済メカニズムの復活の有力な構成要素となる。
もうひとつは，「西側」経済への過度かつ無原則な依存は，現在の「力関係」
のもとでは， 「二つの道」の選択のいかんにかかわらず， ソ連・東欧諸国経
済の対「西側」従属化の強化を不可避にする，ということである。経済従属
化は政治的・軍事的従属化の物質的基礎となる。現に， 「新思考」のスロー
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ガンのもとで，帝国主義との無原則な妥協，それへの屈服が進んでいる。
「体制としての社会主義」の国際的権威は，単に経済面だけでなく外交•世
界政治の分野においても低下がいちじるしい。湾岸戦争にたいするソ連・東
欧諸国のかかわりの実態が，そのことをまざまざと証明している。
このようにみてくると，今日の「体制としての社会主義」はまさに「全般
的危機」に陥入っており，存亡の岐路に立っている，といわねばならない。
これが，直ちに社会主義にたいする資本主義の最終的勝利を意味するもので
は断じてないとはいえ，今日の「体制としての社会主義」が民主主義と効率
の両面で現代資本主義の到達水準にキャッチ・アップするだけでなく，社会
主義本来の体制的優位を発揮するようになるのは，なお前途遼遠といわざる
をえない。
2. 「体制としての社会主義」はいかに形成されたか
今日の「体制としての社会主義」のこのような危機的情況はどうして生じ
たのか，その原因にアプローチするにはまずその形成史をふりかえらねばな
らない。「体制としての社会主義」は， 1917年の10月革命以降ソ連において
形成され，その「原型」が第二次大戦後一連の東欧，アジア，ラテン・アメ
リカの諸国に「移植」され，国際的に拡延した。
1. ソ連における「体制としての社会主義」の形成
ソ連における「体制としての社会主義」の形成史の概観は，なぜ「スター
リン・プレジネフ型社会主義」が形成されることになったか，に焦点が合わ
される。そのさい，時期区分は各最高政治指導者の時代によっておこなうこ
とにする。
① 10月革命とレーニン
レーニンが指導した10月革命は世界で最初の勝利した社会主義革命であ
る。それは社会主義革命ではあったが，同時に民主主義革命の性格も有して
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いた。 10月革命はどのような課題をいかに解決しようとしたか。
民主主義的課題としては，平和の獲得，封建制の廃止，民族解放，経済破
局との闘いがある。ソビエト政権は「平和に関する布告」で帝国主義戦争
（第一次世界大戦）からの革命的離脱を宣言した。最終的な平和の獲得は
「ブレスト講和」まで遅延したが， レーニンが当時いかなる犠牲をはらって
も早期に講和を実現しようと努めたことはよく知られている。しかし，平和
は長続きしなかった。 1918年夏から始まる内戦と外国干渉との闘いは「戦時
共産主義」を余儀なくさせ，そのことはその後の社会主義建設の内容と形態
に大きな影響を残すことになる。ソビエト政権は「土地に関する布告」で帝
制ロシア時代の強固な封建遺制を廃止した。土地国有化による封建制からの
農民の解放である。農民がソビエト政権を支持した最大の理由はこれであ
る。民主主義的課題でソビエト政権を支持する農民と，社会主義的課題を遂
行しようとするソビエト政権の主力部隊＝労働者階級との政治的，経済的，
軍事的同盟をいかに維持するかが，「戦時共産主義」期とその後のネップ（新
経済政策）期を通じて，レーニンがもっとも腐心した問題であった。ソビエ
ト政権は「諸民族の権利に関する宣言」によって， 「諸民族の牢獄」と呼ば
れたロシア帝国からの被抑圧民族の解放，民族自決権の承認の立場を明らか
にした。フィンランド，バルト諸国などが独立していった。結果的には，旧
ロシア帝国版図に属した大多数の民族が1922年にソ連邦を形成することにな
る。しかし，この民族問題をめぐって， レーニンとスターリンが鋭く対立し
た。レーニンは民族自決権の尊重を名実ともに貫こうとしたが，スターリン
には当時から「ロシア大国主義」が顕著であった。ソビエト政権は「社会主
義の導入」を急がず，まずは帝国主義戦争がもたらした経済破局との闘いに
全力をあげた。国有化も「管制高地」に限定され， 労働者統制が重視され
た。「戦時共産主義」によって事情が一変したとはいえ， ネップが示してい
るように， レーニンの社会主義建設路線は，ロシアの社会・経済的後進性に
規定された民主主義的諸課題の重要性をよく考慮した漸進主義であった。
10月革命が解決しようとした社会主義的課題は，労働者階級を中心とする
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勤労人民が国家権力を掌握すること （ソビエト政権の樹立）， 資本家的私的
所有を廃止すること （社会主義的国有化）， 計画経済を組織すること（計画
機構の創出），勤労人民の生活と権利に配慮すること（社会保障制度の新設・
充実）， 国際共産主義運動を組織すること（コミンテルン創設）などであっ
た。
ソビエトという権力形態は， 10月革命以前にすでにロシアの革命的人民が
つくりだしたものであるが，そのソビエトに全権力が集中された。ソビエト
は革命勢力の最高の権力機関となり，反革命勢力はすべてそれから排除され
た。憲法制定議会は解散させられた。立法，行政，司法の三権分立ではな
く，全権がソビエトに統合されるべきだとされた。反対政党の存在と三権分
立を前提とする「プルジョア議会」との本質的違いが強調された。ソビエト
の内部では，しかし， 「複数政党制」が当初は機能していた。 ソビエト政権
はロシア社会民主労働党（ボルシェヴィキ）のほかに，左派エス・エルも参
加する連立政権であった。エス・エルが禁止されたのは，暴力的な反革命的
行為のせいである。興味あるのは，レーニンによるソビエトの評価である。
彼は，民主主義の階級的性格を主張する立場からソビエトが勤労人民にとっ
て最大限の民主主義を保障することを強調する一方で，旧支配階級や反ソビ
エト政権勢力が民主主義から排除されることを当然とみなしていた。レーニ
ンはまた，ソビエトをプロレタリアート執権のロシア独特の形態であるとす
る一方で，それが函際共産主義運動にとってプロレクリアート執権の普逼的
形態としての意義をもっていることを強調する傾きももっていた。ソビエト
政権は，結果として急速にボルシェヴィキ単独政権になり，それ以来一党制
が継続することになるが，その後レーニンが複数政党制の可能性を追求した
形跡はない。また，政権政党になったボリシェヴィキの内部でレーニンは多
様な見解の存在を承認し党内民主主義を実行したが， 1921年には，党大会決
定によってあらゆる分派が禁止される。分派の禁止自体は当然であるが，の
ちにスクーリンがこの決定を悪用したことはよく知られている。
資本主義的私的所有の廃止は社会主義的国有化の形態をとった。すでに触
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（上）（長砂） (393)61 
れたようにレーニンは国有化を急がず労働者統制を重視した。 しかし， 「戦
時共産主義」は事態を一変させた。急速な全面的国有化が実施された。ネッ
プによって農民経営の役割が重視され，国家的所有の部分的再私有化が許容
され，利権（＝国家資本主義）の役割が強調され，いわゆる「多ウクラード
経済」（＝「混合経済」）が出現するが， 国家的所有はとりわけ工業において
すでに圧倒的な地位を占めていた。レーニンが晩年に社会主義と「文明化さ
れた協同組合」との関連を重視したことはよく知られているが，すでにレー
ニンの時代に経済の全般的国家化は始まっている。レーニンが多ウクラード
の混合経済を社会主義経済と同一視していなかったことは明らかで，彼は
「ネップのロシアを社会主義のロシア」に変えていく構想を堅持していた。
ただし， レーニンが短期のやむをえない後退・迂回とネップをみなしていた
か，それとも長期にわたるノーマルな社会主義建設路線とみなしていたかに
ついては論争の余地がある。
計画経済を組織すること，国民経済の計画的管理のシステムをつくりだす
ことは，全面的国有化に対応してすすめられた。最高国民経済会議の創出，
ゴスプランの発足，ゴエルロ計画の策定などである。レーニンは単一の国家
計画の意義を強調した。今日，「行政的・命令的システム」と呼ばれる経済管
理制度はすでにレーニンの時代に始まっている。ネップヘの移行は，貨幣，
商業，市場，経営計算制（独立採算制）などの商品・貨幣的諸関係の承認・
重視をともなったが，それらは本質的には社会主義経済に固有ではなく過渡
期経済の諸要素であるとみなされていた。
ソビエト政権がその初期に精力的に取りくんだ勤労人民の生活と権利を守
る諸措置は，今日からみれば，世界史的意義をもっている。 8時間労働制，
教育の無料化，無料医療などの社会保険制度の導入，有給休暇制の実施，総
じて画期的な社会保障制度の新設がそれである。社会主義の優位性を示すこ
の制度はその後ソ連に定着しただけでなく，資本主義世界へも大きな影誓を
あたえた。
国際共産主義運動の組織化は，なによりもまずコミンテルン（第三インク
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ーナショナル）の創設と活動である。コミンテルンが世界の共産主義運動の
活発化に大きな役割を果したことは周知のところである。ここで， レー ニン'
とのかかわりで10月革命の歴史的特質を整理しておくならば，つぎの諸点を
あげることができる。第一点は，ロシアは確かに帝国主義ではあったが，き
わめて大きな社会的・経済的後進性を有していたということである。社会主
義建設のための物質的諸前提が十分に整っていなかった。長期的かつ迂回的
な社会主義建設路線の採用が不可避であった。「戦時共産主義」期の行きす
ぎはあったものの， レーニンはこのことをよく認識していた。第二点は， 10
月革命が最終的に強力革命の形態をとった，ということである。レーニンは
革命の平和的形態も追求したが，当時の諸条件のもとでは強力革命は不可避
であった。レーニンのイニシャチプによって武装蜂起が決行された。しか
し，このような形態での権力獲得が，内戦や干渉戦という内外反革命勢力の
行動に口実を与え，社会主義建設に重大な損害をもたらした事実を過小評価
することはできない。つぎにみる国際的条件にもかかわって，内戦・干渉戦
の勝利後も，ソ連の社会主義は「戦時社会主義」の特徴をおびざるをえなか
ったのである。第三点は， 10月革命が結果的には国際的に孤立した革命とな
った，ということである。レーニンはヨーロッパ革命に期待したが，ョーロ
ッパの一連の国での社会主義革命は失敗し，比較的早い時点で，ロシアにお
ける一国社会主義建設は避けられないものとなり，ロシアは帝国主義に包囲
されて孤塁となった。レーニンはロシア革命の最終的勝利の可能性を疑わな
かったが， レーニン没後，この問題をめぐってボリシェヴィキのなかで大論
争がもちあがったことは周知のところである。第四点は， 10月革命は世界史
上最初の社会主義革命であり，すべて「初体験」であった，ということであ
る。レーニンは，書物（理論）のうえではわれわれは社会主義はなんたるか
を知ってはいるが，社会主義が具体的にどのようなものかは誰も知っていな
ぃ，という趣旨のことを述べている。レーニンは，ロシアの特殊な歴史的諸
条件に適応しつつ「手さぐりで」社会主義を模索するしかなかった。試行錯
誤は避けられなかったし， 10月革命後の社会主義建設は文字通りロシア的特
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（上）（長砂） (395)63 
質をおびざるをえなかったのである。第五点は， 10月革命の基礎的な指導理
念はマルクス主義であるが， レーニンがそれを創造的に発展させた，という
ことである。今日からみればレーニンはマルクスに忠実な「古典的な」マル
クス主義者ではあったが，けっして教条主義者ではなかった。レーニンの社
会主義論は革命の進行につれてどんどん変化•発展していったのである。さ
きに触れたように，レーニンはネップと社会主義とを明確に区別したし，社
会主義の概念についてはマルクスの諸命題に依拠していたが，ネップ期（過
渡期）の政治経済の分析を通じて，結果的に社会主義の概念を発展させたの
である。商品・貨幣関係の承認と利用，協同組合の意義の重視などがその好
例である。
③ スターリン体制の成立
レーニンの存命中すでに1922年から党書記長であったスクーリンは， レー
ニン死後の党内闘争に「勝利」し， 1920年代末には事実上の個人独裁体制を
確立した。ソ連における一国社会主義の展望，社会主義的工業化のテンポと
規模，農業集団化など，すべての問題でスターリンは急進主義的な社会主義
建設路線を推しすすめ， 1920年代末には最終的にネップを放棄する。 1936年
の「スクーリン憲法」はソ連における「社会主義の完全な勝利」を宣言した
が，その社会主義はきわめて未熟であり，多くの欠陥を抱えていた。そのこ
とは， 1934年以降の「大粛清」に象徴される。いわゆる「スターリン体制」
である。にもかかわらず，このような「社会主義」は「大祖国戦争」に勝利
し，戦後の「人民民主義諸国」に「移植」されることになった。
ここで，とりあえず「スターリン体制」の主要な特徴のいくつかを記して
おこう。
第一の特徴は，スクーリン個人による権力纂奪と社会主義的民主主義の徹
底した破壊である。スクーリンは党内民主主義をじゅうりんして大量の潜在
的「政敵」を粛清し，警察国家的恐怖政治によって人民を支配した。スター
リン「個人崇拝」が極端に進められる一方で，人民は無権利状態におかれ
た。
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第二の特徴は，急進主義的な社会主義建設の「上からの」遂行である。社
会主義的工業化と農業集団化にその例をみることができる。社会主義的工業
化そのものは必要であった。農工業国を工業国に変えること，経済自立を達
成し防衛力を強化することは避けられない課題であったからである。問題は
そのテンボと規模である。スターリンは急激かつ大規模な工業化を推進し
た。第一次，第二次の五カ年計画 (1928~1932年， 1933~1937年）の主要課
題は工業化であった。それは大きな犠牲をともない，深刻な「後遺症」を残
した。農業と農民が犠牲となり，消費財生産は圧迫され，国民の生活はむし
ろ悪化した。社会主義的工業化には経済活動の全面的国家化が付随し，諸資
源の高度に中央集権的な配分，行政的・命令的な経済管理システムが形成さ
れた。
農業集団化は，このような社会主義的工業化の進展のなかで提起される。
それは1928年の食糧危機をきっかけに，工業化資金の農民からの徴集と「富
農」の早期絶滅との「一石二鳥」を狙ったものであった。それは農民の自発
性に依拠せず， 「上からの革命」として， 農民の意志に反して遂行された。
農村は確かに「社会主義化」されたが，農業生産力はひどく減退した。形成
された協同組合（コルホーズ）は幾重にも国家によって統制・管理された。
第三の特徴は，ロシア大国主義と国益中心主義である。いくつか例を挙げ
よう。（イ）1930年代にコミンテルンヘの指導力を強めたスクーリンは，社会民
主主義者一般を「社会ファシスト」呼ばわりして，西欧諸国における反ファ
シズム統ー戦線の形成を妨げた。他国の革命政党にソ連共産党の方針を押し
つけた。（口）1939年に締結された独ソ不可侵条約は二つの秘密議定書をともな
っており，ソ連内外での反ファシズム運動の抑制と独‘ノによる他国領土の分
割支配（ソ連によるバルト三国およびポーランドの一部の領有， ドイツによ
るポーランドの領有）とをもたらした。 y、)スター リンは， 1939~1940年に，
不正義の「フィンランド戦争」を遂行した。いスターリンは，第二次大戦終
了前後に，主としてドイツ占領軍への協力の咎によって，国内のいくつかの
民族を丸ごと強制移住させたり，非ロシア系民族の多くの住民を流刑に処し
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（上）（長砂） (397)郎
た。大戦中は大ロシア民族主義が奨揚され，戦後もロシア化政策が進められ
た。伸）戦後の東欧「人民民主主義」諸国に大国主義でのぞみ，自主的な革命
・社会主義建設路線のあらゆる現れを， 「修正主義」・「民族主義」 として弾
圧した。 1948年ユーゴスラビア共産党がコミンフォルムから除名されたの
は，その典型例である。コミンフォルムは，日本共産党にたいしても干渉し
た (1950年）。（吋スターリンは第二次大戦の戦後処理にかかわって， 不当に
他国の領土を領有した。日本の北方領土もその一つである。
⑧ フルシチョフによるスクーリン批判
スクーリンの死後1953年に第一書記となったフルシチョフは，第20回党大
会 (1956年）でスターリン批判を開始した（「秘密報告」）。 同大会は「個人
崇拝」を批難する決議を採択した。このスクーリン批判はソ連社会に「雪解
け」をもたらし，多くの人の収容所からの解放と名誉回復がおこなわれた。
言論の自由がかなり大幅に認められた。党内民主主義も前進した。農業振
興，消費財増産，社会政策の重視などによって民生が向上した。国民経済管
理機構の改革も試みられた（国民経済会議の創設）。のちのコスイギン経済
改革につながる「利潤論争」も1962年から始まる。世界で最初の人工衛星ス
プートニクが打ちあげられ (1957年）， ガガーリンが宇宙を飛行した (1961
年）。対外政策では， 両体制の平和共存が強調され， 社会主義への道の多様
性が承認された。通常兵力も大幅に削減された。これらのことは旧スクーリ
ン勢力の執拗な抵抗を排しておこなわれた。フルシチョフがスクーリン批判
で果した積極的役割は評価されるべきである。
しかし，フルシチョフにも大きな欠陥・限界があった。スターリン批判は
「スクーリン主義」・「スターリン体制」批判にまで徹底させられなかった。
名誉回復も中途半端に終った。 1961年党網領は，ソ連の発展段階を「共産主
義社会の全面的建設期」と規定し， 1980年代には共産主義社会の高い段階に
到達するという，根拠のない自己過大評価と超楽銀的な展望を示した。経済
管理機構改革も予期した成果をあげず，農業も1960年代には再び停滞する。
フルシチョフ「個人崇拝」の風潮も強まった。対外政策でも一連の重大な誤
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りがあった。 1955年にユーゴスラビアと和解したフルシチョフはその後再び
「修正主義」批判を強める。 1956年には「ハンガリー動乱」をソ連の軍事力
で制圧する。意見を異にするアルバニアや中国にたいしては大国主義・覇権
主義をむきだしに対処した。部分核停条約への賛同を世界の平和運動や共産
主義運動に強制した。平和的経済競争で社会主義が資本主義に勝利するとい
う立場から，アメリカ帝国主義と無原則に協調し，アメリカ帝国主義のベト
ナム侵略を許した。 自ら招いた「キューバ危機」 (1962年）ではアメリカ帝
国主義の脅迫に屈した。フルシチョフは内外政策での行きづまりによって，
第一書記を解任される (1964年）。
④ プレジネフの「ネオ・スターリン主義」
フルシチョフ「追放」によって第一書記（のちに書記長と改称）となった
プレジネフは，スクーリン批判を停止した。ソ連社会の民主化もストップし
た。いわゆるプレジネフ「反動」である。ソルジェーニツィンの国外追放，
サハロフ博士の国内追放などの人権抑圧がそれを象徴した。党・国家の指導
部に「老害」が目立ち，幹部特権が横行し，腐敗がまん延した。国民の政治
的無関心は頂点に達した。プレジネフ「個人崇拝」も助長された。
1965年からはコスイギン首相が指導する経済改革が行なわれた。それは
「30年代ソ連型社会主義経済運営システム」の行きづまりを打開して新しい
経済メカニズムをつくりだそうとする点で積極的な意義をもっていた。この
経済改革は1970年代の前半には形式的に「完了」した。しかし，この経済改
革は実質的には成功しなかった。挫折したのである。いくつかの原因があっ
た。①経済改革は他の分野の改革とりわけ政治改革によってバックアップさ
れなかった。R経済改革は企業の自主性の拡大を追求したが，中央集権的・
官僚主義的管理の根幹に手をふれるものではなく，不徹底であった。⑧旧勢
力はことごとに新しい経済メカニズムの導入・定着を妨害した。プレジネフ
自身が，終始，経済改革にたいしてはネガティプに対応した。経済改革の失
敗に比例して，ソ連経済は活力を失なっていった。
プレジネフはソ連を「発達した社会主義社会」と規定した。第24回党大会
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（上）（長砂） (399)67 
(1971)年に初登場したこの規定は「プレジネフ憲法」 (1977年）にも書き込
まれた。この規定は，もはや実状に合致しなくなったフルシチョフ流の「共
産主義社会の全面的建設期」論を手直ししようとするものであったが，ソ連
社会主義の成熟度を法外に過大評価する点では，フルシチョフと本質的には
異なるものではなかったのである。
プレジネフは，対外政策でも多くの誤りをおかした。プレジネフはフルシ
チョフの平和共存政策を継承したが，平和的経済競争でアメリカに勝利する
展望が消失する度合いに比例して，アメリカとの軍事力「パリティ」の達成
に狂奔した。核廃絶や対立しあう軍事同盟の同時的廃止のスローガンが引っ
込められ，ソ連の軍事大国化が進んだ。アメリカに挑発されたこの軍拡競争
はソ連にとって「高くつく」ものとなった。ソ連経済の「死重」のひとつと
なったのである。 しかもアフガニスタンヘの軍事介入ともかかわって， 「ソ
連脅威論」が全世界にばらまかれた。「平和勢力」 としてのソ連の権威は失
墜し．帝国主義勢力はそれを歓迎した。「パリティ」の追求は， 際限なく高
くなるレベルでの軍事力均衡にもとづく現状維持政策であって，実は，帝国
主義との真の対決ではなく，変形した「協調主義」だったのである。
プレジネフはまた．ソ連大国主義・覇権主義の積極的な推進者であった。
1968年のチェコスロバキア侵略， 1979年からのアフガニスクン軍事介入がそ
の最たるものである。チェコスロバキア侵略は，ワルシャワ条約機構を動員
しての，チェコスロバキア独自の社会主義の道の圧殺であった。それは悪名
高い「制限主権論」で合理化された。アフガニスクンヘの軍事介入は，非同
盟中立のアフガニスクンの内政に干渉して親ソ連政権を樹立しようとする，
一片の大義もない戦争であった。これらの大国主義・覇権主義的行為によっ
てソ連が蒙った経済的，軍事的，そしてなによりも道義的損失は計り知れな
いものがある。
こうして，長期のプレジネフ政権はしだいに内部矛盾を激化させ， 1980年
代に入るとソ連社会主義を「危機寸前の状況」（ゴルバチョフ） に追いやる
ことになった。プレジネフの死 (1982年）は，それからの脱出の転機となっ
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た。アンドロポフとチェルネンコの短期の二つの政権を中継ぎとして，脱出
の本格的な取りくみは，ゴルバチョフ書記長の登場 (1985年）をまたねばな
らなかったのである。
2. 「30年代ソ連型社会主義」の国際的「移植」
第二次大戦後東欧，アジア，ラテン・アメリカに誕生した人民民主主義・
社会主義諸国に「30年代ソ連型社会主義」が「移植」されたのは偶然でな
ぃ。つぎの諸理由をあげることができる。①第二次世界大戦に勝利してそれ
らの国を戦争とドイツ・ナチズムと日本軍国主義から解放した，あるいは解
放に貢献したソ連の声望・権威は高かった。③ソ連に軍事占領されたりかな
りの期間ソ連軍が駐留したりする条件のもとで，これらの大半の国の革命が
進行した。⑧当時においては，社会主義革命と社会主義建設の経験と実績は
ソ連のそれだけであった。④ソ連の側には，自らの「30年代ソ連型社会主
義」を他国に強制する大国主義的志向が強力にあった。⑥これらの国でも
「スターリン個人崇拝」が蔓延し，事大主義が支配していた。ソ連の意向に
忠実な「小スクーリン」がこれらの国を指導し， 「民族主義者」は徹底的に
弾圧された。⑥これらの国はチェコスロバキアや東ドイツを例外として，か
つてのロシアと同等あるいはそれ以上の後進的な政治・経済発展水準から革
命と建設を始めた。戦争からの被害も大きかった。ソ連は経済発展のひとつ
のモデルを提供していた。⑦国の安全保障をはかるうえで，ソ連の軍事力へ
の依存が当時不可欠であった。このような諸条件のもとでは，ソ連の経験が
「移植」され，それなりに定着する客銀的土壌がそれらの国に存在したので
ある。
例外となったのはユーゴスラビアである。ユーゴスラビアも当初は基本的
にソ連の経験をベースにしようとしたが， 1948年の干渉に反挽して独自の道
を歩む。対外政策における非同盟・中立，国内政策における自主管理型社会
主義がそれである。他の社会主義諸国および当時の「国際共産主義運動」
は，ユーゴスラビアを「民族主義」，「修正主義」として一致して批難した。
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（上）（長砂） (401)69 
その後，批判者の姿勢に変化が生じるが，ユーゴスラビアは一貫してソ連に
追従しない立場を堅持した。これはソ連にとっては厄介な存在であり，他
方，他の社会主義諸国の「民族主義者」を鼓舞する存在であった。もっとも
ユーゴスラビアにスターリン主義的要素が皆無だったとはいえない。チトー
の別格扱い・「個人崇拝」，ューゴスラビア共産主義者同盟の一党制などが想
起される。
東欧諸国は個々にソ連に従属的に結びつけられただけでなく，集団的にも
結びつけられた。 1947年に創設され1956年まで存続したコミンフォルム（共
産党・労働者党情報局）は，ューゴスラビア共産党を「破門」したことに示
されるように，他国にたいするソ連の大国主義・覇権主義的干渉の道具とな
った。マーシャル・プランに対抗してコメコン（経済相互援助会議）が設立さ
れたのは1949年である。東欧諸国の経済はソ連と切りはなしがたく結びつけ
られた。ワルシャワ条約機構（友好相互援助条約機構）が成立したのは1955年
である。 それはすでに1949年に発足していた NATO(北大西洋条約機構）
に西ドイツが加盟してことにたいする対抗措置としての軍事国盟である。
スターリン批判がソ連で始まるや，ソ連にたいする他の社会主義国の自立
傾向が強まる。 1956年のハンガリーの民衆蜂起とポズナニ「暴動」（ポーラ
ンド）がそれを示した。同年にコミンフォルムが解散した。 その後， 同種
の国際組織は存在しない。ソ連共産党のイニシャチプで， しかし，世界の共
産主義運動の団結がはかられる。 1957年の社会主義12カ国共産党・労働者党
会議による「モスクワ宣言」の採択， 64カ国共産党・労働者党会議による
「平和の呼びかけ」の採択， 1958年の20カ国の共産党・労働者党による『平
和と社会主義の諸問題』の創刊， 1960年の81カ国共産党・労働者党代表者会
議における「モスクワ声明」と「全世界人民への呼びかけ」の採択は，顕在
化しつつあった「国際共産主義運動」内部の分裂傾向をとりつくろいなが
ら，対外的には団結を誇示するものであった。 これらの「宣言」・「声明」
は，関係諸党の対等•平等の原則を確認する前進的内容を含みつつも，ソ連
共産党の特別の役割を強調する誤りから訣別できていない。しかし， 1960年
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から中ソの共産党の対立は決定的となり， 「声明」は「国際共産主義運動」
の最後の共同文書となった。ソ連の大国主義は，その後，ワルシャワ条約機
構を通じて，『平和と社会主義の諸問題』誌の編集を通じて， また， 個々の
共産党・労働者党への干渉を通じておこなわれることになる。中ソ対立につ
いていえば， 1958年から中国共産党は急進主義的な社会主義建設路線に急激
に転換し，中国独自の社会主義の道を歩み始めた。それはソ連の大国主義・
覇権主義と正面衝突した。 1959年にはフルシチョフ・毛沢東会談が決裂す
る。その後，両共産党は30年の長きにわたって対立することになった。
東欧諸国その他に「移植」された「30年代ソ連型社会主義」は比較的早い
時期に各国におけるその不適合が明らかとなる。 1948年のユーゴスラビアの
「造反」， 1956年のハンガリーとポーランドにおける政変以後の一定の自主
的な発展， 1968年の「プラーハの春」の高揚， 1980年以降のボーランドにお
ける「連帯」運動の展開などが， 「30年代ソ連型社会主義」からの脱却を目
指した顕著な出来事であった。しかし，周知のように，これらの抵抗のほと
んどは，ソ連（およびワルシャワ条約機構）の軍事力によって制圧された。
かくして，ソ連以外の社会主義諸国でも， 1980年代の末まで，いわゆる「ス
ターリン・プレジネフ型社会主義」が支配することになったのである。ソ連
共産党と対立して独自な道を歩んだはずの中国共産党指導下の中国も，結局
のところ， 「スターリン・プレジネフ型社会主義」のカテゴリーに属する。
1958年に始まった極左的な社会主義建設路線は， 1966年からは「プロレタリ
ア文化大革命」にまでエスカレートして10年にわたって中国に大災厄をもた
らしたし，それ以後の部小平路線(「4つの近代化」）も1979年にはベトナム
を侵略して自ら覇権主義をおこなうなど， 「スターリン・プレジネフ型社会
主義」の諸特徴を色濃くそなえている。さらに，｝レーマニアのチャウシェス
ク政権についても触れておかねばならない。同政権はワルシャワ条約機構や
コメコンの構成員でありながら， ソ連にたいする自主的な立場を鮮明にし
てきた。ソ連の大国主義に屈しない姿勢には評価すべきものがあった。しか
し，その国内体制は，早くから「スターリン・ブレジネフ型社会主義」と同
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（上）（長砂） (403)71 
質であった。要するに，ソ連にたいする自主性の程度のいかんにかかわらず，
ソ連以外の諸国に「移植」された「30年代ソ連型社会主義」は，結局のとこ
ろ， 「スターリン・プレジネフ型社会主義」 として1980年代末まで生きのび
たのである。
3. 「スターリン・ブレジネフ型社会主義」はどのような
特徴をもっているか
1980年代末まで「体制としての社会主義」で支配的におこなわれた「スタ
ーリン・プレジネフ型社会主義」の諸特徴は，つぎのように要約することが
できるであろう。
① イデオロギー・文化の分野。 この分野では， 「マルクス・レーニン主
義」の支配と「プロレタリア文化」の創造が目指されたが，党・国家による
イデオロギー・文化の独占，言論・出版の自由のいちじるしい欠如が特徴的
である。異論にたいしてきわめて不寛容であり， 「ブルジョア的」理論・文
化は全面否定された。 その結果， 「マルクス・レーニン主義」と「プロレタ
リア文化」の教条化が進み，その創造的発展が妨げられた。党•国家公認の
イデオロギー・文化を「守る」ため， きびしい言論統制・検閲がおこなわ
れ，情報はきびしく制限され，片寄ったものとなった。信仰の自由もいちじ
るしく制限された。
③ 政治の分野。この分野では「プロレタリアートの執権」の確立と完成
が目指されたが，党によるその代行，一党制，国家機構・機能の肥大化，官
僚主義の横行が特徴的である。一党制あるいは名自的な複数政党制のもと
で，野党的政治勢力の存在は許されなかった。個人崇拝・独裁にまでいきつ
＜党内民主主義の未発達・欠如が政権党のなかで目立った。党と国家が癒着
し，党が国家機能を代行した。ソビエトや議会の権限が限定され，党がすで
に決定している事柄のセレモニー的承認の場・機関となっていた。選挙制度
の実態はきわめて非民主的であった。国民主権は形骸化していた。政治生活
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のすべてのレベルで，官僚主義的・命令的・行政的な意思決定メカニズムが
支配していた。民主主義的中央集権制の名のもとで，実際には官僚主義的中
央集権制がおこなわれていた。党・国家幹部の特権が横行していた。 それ
は，ノメンクラトゥーラによる人事，ポストの終身制とも結びついて，腐敗
・堕落を生みだした。国家権力自身によって法秩序がしぽしぽ乱暴に侵犯さ
れた。大量粛清，異論者への迫害がおこなわれた。警察国家的な市民支配が
おこなわれ，プライバシーは尊重されなかった。自発的・自主的な大衆運動
や市民運動は危険視され，集合・デモンストーションの自由は事実上存在し
なかった。結果として，国民大衆のあいだには政治的無関心が支配してい
た。と同時に，党と国家の専横にたいする国民の「憎悪の念」は蓄積されて
いった。要するに社会主義的民主主義の発揚はお題目にとどまり，まった＜
形骸化していた。市民的・政治的自由の極端な欠如である。
③ 経済の分野。この分野では，生産力の急速な発展，社会主義的生産諸
関係の形成・支配・成熟，計画経済の確立が目指されたが，外延的・量的な
経済発展，所有•生産諸関係の全面的国家化，行政的，命令的な経済管理シ
ステムが特徴的である。
いちじるしく後進的な経済発展水準を急速に克服するために社会主義的工
業化が進められたが，農業，消費財生産，さらにサービス業の発展が立ち遅
れ，生産諸資源を優先的に重化学工業に配分することによる「高度成長」
は，国民の生活向上に結びつかなかった。その「高度成長」も主として外延
的・量的な経済発展によるものであったが，それを可能にした諸条件の消滅
（新規労働力の減少，資源問題の浮上など）と集約的・質的な経済発展要因
の未発達（技術進歩の立ち遅れ， 労働生産性の緩慢な向上など） とによっ
て， 「高度成長」は急速に過去のものになろうとしていた。生産物の品質と
品目は，「おそまつ」であった。住民は物不足と行列に悩まされた。要する
に，生産力面での後進性克服は，量的にはある程度達成されたが質的には多
くの課題を残したままであった。先進資本主義国に「経済的に追いつき追い
越す」という課題は達成されず，逆に格差は拡大していった。力不相応に過
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（上）（長砂） (405)73 
大な軍事力を保持するための軍需生産の重視は，民主部門への諸資源の配分
を縮小し，軍事技術の閉鎖的発展と相まって，正常な生産力の発展を阻害し
た。諸資源浪費的な生産方法が定着し，公害と自然環境破壊との戦いが軽視
された。要するに，社会主義にふさわしい生産力は未達成なのである。
社会主義的生産諸関係の創出は，国有化と農業集団化による生産手段の国
家的所有と協同組合的所有の二形態での社会的所有の確立として，形式的に
は比較的急速に進行・「完成」した。私的所有の諸関係は， 若干の国の例外
はあるが，早期に全面的に廃止された。だが，国有化や集団化そのものは
「生産の形式的社会化」にすぎない。「実際に生産を社会化すること」（レー
ニン），すなわち社会主義的生産諸関係および経済メカニズムの実質的形成・
成熟は一挙には達成されない。そして，社会的所有関係の形式的支配のもと
で社会主義的生産諸関係の実質的形成は立ち遅れ，多くの点で崎型化が進ん
だのである。国家的所有の意義が絶対視され，協同組合的所有も「国家化」
された。国家的所有の内部では， 経済的諸利害ー一社会的利害， 集団的利
害，個人的利害一のなかで，社会的・国家的利害が，無条件に突出して優
先された。経済的意思決定の権限は，マクロのレベルでは国家中央計画・管
理諸機関に， ミクロのレベルでは企業長に集中し，本来は国家的所有・管理
・労働の主人公であるはずの勤労大衆は，生産手段と労働成果から実質的に
「疎外」されていた。労働者自主管理は「アナルコ・サンジカリズム」とし
てタプー視され，勤労大衆は経済管理の主人公ではなく，その対象とみなさ
れた。労働に応じた分配の社会主義的原則はつねに強調されたが，実際には
悪平等が支配し，勤労者個々人および労働集団の自発的創意性の発揮，経済
活動への積極的参加は阻害された。生産の直接に社会的な性格（非商品生
産，計画的生産）の成熟度が過大評価され， 「旧社会」からの直接的遺物お
よび「旧社会の母斑」である商品・貨幣・市場的諸関係の意義と役割が軽視
された。このように未熟な，そして崎型化された社会主義的生産諸関係は，
ある意味ではさきに見た生産力の水準と性格に照応しているともいえるが，
いっそうの生産力発展を阻害する要因に転化していったのである。
'14(406) 第 36巻第 4 号
経済メカニズムについては，国家的・過度中央集権的・官僚主義的・行政
的・命令的な経済管理システムが特徴的である。国家計画化（計画メカ.::._ズ
ム）の意義が絶対視され，市場は事実上消滅し，市場メカニズムは機能しな
かった。過度に中央集権的で重層的な国家的管理機構が成立して，現場（企
業および地方）の自主性は保障・尊重されなかった。企業内部では企業長単
独責任制に象徴されるテクノクラシー（専門家支配）がおこなわれ，労働者
自主管理は理論的にも実践的にも拒否された。経済指導はもっぱら行政的・
命令的方法でなされ，経済的利害の尊重とその管理を通じてなされる経済的
方法は限られていた。このような経済メカニズムは，限られた諸資源の集中
的配分を必要とする社会主義的工業化期，戦時経済・戦後復興期にはそれな
りに有効であり成果をあげることができた。しかし，経済規模の拡大，経済
連関の複雑化，社会的欲望の多様化，外延的・量的発展の諸要因の「枯渇」
と集約的・質的発展の諸要因への依存の高まり，対外経済関係の拡大，とい
った変化した諸条件のもとでは，その不適合は明らかとなった。およそ効率
的でも民主的でもないこのような経済メカニズムは，急速な技術進歩と労働
生産性向上，生産物の品質と品目の抜本的改善，生産物の需給バランスの保
障という方向で有効に機能することができなくなり，一定の時期・条件のも
とでの「発展のメカニズム」から「プレーキのメカニズム」へと転化するこ
とになった。
④ 外交の分野。 この分野では， 「プロレタリア国際主義」と反帝国主義
の平和外交が標榜された。しかし，世界の共産主義運動におけるソ連共産党
の特別な指導的地位・役割が主張・承認され， 「プロレタリア国際主義」は
歪曲された。社会主義諸国はいうまでもなく，世界の共産党・労働者党，そ
して平和運動にたいして，「社会主義の祖国」「社会主義世界のリーダー」で
あるソ連の共産党・政府の外交路線の支持，それへの追従が当然のこととさ
れた。しかもソ連の反帝平和外交は，独ソ不可侵条約の締結や戦後処理をめ
ぐっての領土拡張に表われているように，国益中心主義的な色彩を強く帯び
ていた。第二次大戦後，冷戦の一方の雄となったソ連は，アメリカ帝国主義
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（上）（長砂） (407)75 
との対決的平和共存の姿勢をとりながら，重要な点で世界の「共同支配」の
ために「協調」する一方で，自らは， 「社会主義世界」の内部で， また世界
の共産主義運動の内部で，つねに大国主義・覇権主義を実行したのである。
大多数の社会主義国および世界の共産党•労働者党は，このようなソ連，ソ
連共産党に追従することによって，自らの国民的支持を失なっていくことに
なる。
このような「スターリン・プレジネフ型社会主義」は危機に陥入らざるを
えない。そこでは，社会主義に本来的な体制的優位性—―ー平和，民主主義，
人権尊重，労働の解放，技術進歩，生活向上，民族自決，など一がきわめ
て不十分にしか発揮されなかった，発揮されえないということが，誰の目に
も明らかになってきたからである。このような「スターリン・プレジネフ型
社会主義」は打倒・克服され，社会主義は抜本的に刷新されねばならない。
もしそれが不可能であれば， 「体制としての社会主義」は歴史の舞台から消
えていくしかないのである。このような転機が， 1980年代の後半にやってく
る。
